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1.  平成25年3月期の業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 6,943 △2.3 25 △88.2 21 △89.5 △131 ―
24年3月期 7,109 △1.7 218 96.9 209 118.4 71 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △90.66 ― △9.9 0.6 0.4
24年3月期 49.65 ― 5.2 5.4 3.1

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 3,767 1,233 32.8 853.52
24年3月期 3,786 1,408 37.2 974.16

（参考） 自己資本   25年3月期  1,233百万円 24年3月期  1,408百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 161 △318 143 241
24年3月期 454 △57 △342 254

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 43 60.4 3.1
25年3月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 43 ― 3.3
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 30.00 30.00 144.6

3. 平成26年 3月期の業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,600 2.2 82 64.7 80 65.7 20 52.7 13.83
通期 7,000 0.8 115 348.0 110 401.8 30 ― 20.75



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条の３の６（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合）に該
当するものであります。詳細は添付資料P.18「４．財務諸表（５）財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、添付資料の22 ページ(１株当たり情報)をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 1,449,168 株 24年3月期 1,449,168 株
② 期末自己株式数 25年3月期 3,448 株 24年3月期 3,388 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 1,445,769 株 24年3月期 1,445,825 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表の監査手続きを実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件
及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については添付資料Ｐ．２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

 当事業年度におけるわが国経済は、景気は緩やかな回復に向かっており、年末からの円安・株高等の明るい兆しが

見られるものの、欧州債務危機などにより依然として先行きは不透明な状況となっております。 

 外食産業におきましては、生活防衛意識の高まりから、外食控えや利用店舗の選別が行われるなど厳しい状況とな

っております。 

 このような環境下で、当社は爆弾ハンバーグの販売強化を中心に取り組んでまいりました。具体的には平成24年４

月より「爆弾祭」を実施し、さらに平成24年12月から平成25年３月には期間限定メニューとしてお得な「爆弾ディナ

ーセット」を投入いたしました。また、爆弾ハンバーグの提供方法の改善等に取り組みました。 

 出退店につきましては、当事業年度には行いませんでしたので、当事業年度末の店舗数は前事業年度末と変わらず

67店舗でした。 

 また、平成24年９月に栃木工場を稼動し、自社製造による爆弾ハンバーグの販売を平成25年２月より全店で開始い

たしました。  

 当事業年度の売上高につきましては、上記のような施策を行い、下半期には好転の兆しが見えたものの、前年を下

回り 千円(前年同期比2.3％減)となりました。  

 利益面につきましては、経費の削減に努めたものの売上の減少分を補いきれず、さらに原材料費の高騰もあり、当

事業年度の営業利益につきましては 千円(前年同期比88.2％減)、 経常利益につきましては 千円(前年同

期比89.5％減)となりました。 

 また当期におきまして、８店舗の資産につきまして 千円の減損損失を特別損失に計上したこと等により、

当事業年度の当期純損失につきましては 千円（前期は71,783千円の当期純利益）と減収減益となりました。 

②今後の見通し 

次期の見通しにつきましては、円安による輸入食材価格の高騰や電気料金値上げのコスト増等、先行きが厳しい

状況であります。当社といたしましては、継続的な季節メニューの投入、販促活動の強化及び更なる経費の見直しを

行い収益の改善を図ってまいります。 

以上のような事業環境認識に基づき、売上高 百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益115百万円(前年同期

比348.0％増)、経常利益110百万円（前年同期比401.8％増）、当期純利益30百万円（前年同期は当期純損失131百万

円）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末の資産の状況につきましては、流動資産は前事業年度末と比べて52,644千円減少し、 千円

となりました。これは主として現金及び預金及び繰延税金資産の減少によるものであります。固定資産につきまし

ては前事業年度末と比べて33,497千円増加し、 千円となりました。これは主として繰延税金資産の増加

によるものであります。 

 この結果、総資産は前事業年度末に比べて19,147千円減少し、 千円となりました。  

 負債の状況につきましては、流動負債は前事業年度末と比べて144,711千円増加し、 千円となりまし

た。これは主として短期借入金の増加によるものであります。固定負債につきましては前事業年度末と比べて

10,616千円増加し、 千円となりました。これは主として長期借入金の増加によるものであります。 

 この結果、総負債は前事業年度末に比べて 千円増加し、 千円となりました。  

 純資産の状況につきましては、前事業年度末に比べて174,475千円減少し、 千円となりました。これは

主として配当金の支払及び当期純損失の計上によるものであります。  

１．経営成績・財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フローの状況  

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べ 千円減少し、  

千円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動の結果得られた資金は、 千円（前年同期比64.5％減）となりました。こ

れは主に税引前当期純損失 千円、減損損失131,406千円及び減価償却費 千円を計上したことによ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動の結果使用した資金は 千円（前年同期比452.5％増）となりました。これ

は主に栃木工場の新設等に係る有形固定資産の取得による支出 千円を計上したことによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動の結果獲得した資金は 千円（前年同期は342,708千円の使用）となりまし

た。これは主に短期借入金の純増額 千円を計上したことによるものであります。  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ 株式時価総額は自己株式を除く発行済み株式をベースに計算しています。 

２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

３ 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。   

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様からお預かりした市場調達資金を投資活動に充当し、業績の向上を図るとともに、株主の皆様

へ利益還元していくことを最重要政策のひとつと認識しております。長期にわたり株主の皆様に安定して配当できる

よう、業績水準や内部留保を勘案のうえで、増配あるいは株式分割などの利益還元にも積極的に取り組んでまいりた

いと考えております。 

 当期の配当に関しましては、上記方針に基づき１株当たり30円を予定しております。 

 なお、次期の配当につきましては、１株当たり期末配当金30円の年間30円を予定しております。 
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150,000

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％）  33.1  35.3  34.7  37.2  32.8

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 11.9  17.3  15.3  23.7  22.7

債務償還年数（年）  12.4  5.6  8.3  2.7  8.9

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 4.9  9.4  6.3  18.8  7.6



(4）事業等のリスク 

 以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、当社として必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資者の投資判断上重要あるいは当社の

事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載してお

ります。当社はこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

ありますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行わ

れる必要があります。また、以下の記載は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありませ

んので、この点ご留意ください。なお、文中の将来に関する事項は、平成25年３月31日現在において当社が判断した

ものであります。 

当社の事業内容について 

① 単一業態について 

 現在、当社は、郊外型レストラン「フライングガーデン」を多店舗展開しております。平成25年３月31日現在、店

舗数は栃木県・群馬県・茨城県・埼玉県・千葉県に67店舗となっており、今後におきましても「フライングガーデ

ン」の店舗展開に注力していく方針であります。「フライングガーデン」は、「爆弾ハンバーグ」を中心とした当社

独自の料理とサービスで他の外食企業との差別化を図ってはおりますが、今後におきましても当社のコンセプトがお

客様の支持を受け続ける保証はなく、お客様のニーズに変化が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

② 店舗形態について 

 当社は、店舗の土地又は土地と建物を賃借する方式で出店をしております。その出店時には、土地等所有者に対

し、敷金又は差入保証金として資金の差入を行い、当該差入保証金は、当社が月々支払う賃借料との相殺により回収

しております。当社は、新規出店時とともに年１回、対象物件の権利関係等の確認を行ってはおりますが、土地所有

者である法人、個人が破綻等の状態に陥り、土地等の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績

に影響を及ぼす可能性があります。また、当社の事情により店舗賃借契約を中途解除する場合には、敷金・差入保証

金等を放棄せざるを得ず、賃借契約解除に伴う損失が発生する可能性があります。 

③ 提供商品について 

 当社の主力商品である「爆弾ハンバーグ」は当社オリジナルハンバーグとして商標登録を行っており、メニューへ

の登場以来、お客様に高い人気を誇っていると考えております。同商品の売上高に占める割合は、平成24年３月期で

28.5％、平成25年３月期で31.5％でありました。当社といたしましては、お客様により安全に、より美味しく召し上

がって頂けるよう、「爆弾ハンバーグ」の自社工場での内製化及び衛生的な生産管理に取り組むなど、「爆弾ハンバ

ーグ」の品質向上への追求を重ねておりますが、何らかの理由により「爆弾ハンバーグ」が支持されなくなる、ある

いは販売できなくなる事態に陥った場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社を取り巻く環境について 

① 外食産業の動向について 

 当社が属しております外食業界は、雇用不安や賃金の減少による個人消費の低迷や弁当、惣菜等の中食市場との競

争等により、市場規模は縮小・停滞傾向にあります。当社といたしましては、商品及びサービスの向上による既存店

舗の増収による売上高の拡大を目指してはおりますが、今後も事業環境がさらに悪化することにより既存店舗の売上

高が大幅に減少する等した場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 競合等の影響について 

 当社は現在、栃木県・群馬県・茨城県・埼玉県・千葉県の国道・県道のロードサイドを主に店舗の展開をしてお

り、近年、他の外食企業の店舗との競争が激化しております。当社といたしましては、安易な低価格競争に巻き込ま

れることなく、より良いサービスと美味しい料理を提供することで他社との差別化を図り、自社の競争力強化に努め

てはおりますが、類似の外食企業による当社出店エリアへの出店によりさらに競争が激化した場合には、当社の業績

に影響を及ぼす可能性があります。 



③ 食材の安全性に関する消費者心理について 

 当社の使用する食材に関して、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）、口蹄疫及び鳥インフルエンザ等の伝染病の発生、又は、

原発事故に起因する放射能汚染等の直接的あるいは風評被害等により一般消費者の消費減退につながった場合には、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります 

④ 原材料の価格変動リスクについて 

 当社が提供しております商品の原材料の調達先は、米穀類、青果類等は日本全国より、また肉類に関しましては、

アメリカ、オーストラリア、ブラジル等におよんでおります。そのため一部の原材料に関しては天候不順、国際商品

市況や為替相場の影響を受けております。世界規模でのＢＳＥ及び口蹄疫等の家畜伝染病の流行、天候不順、大幅な

円安、セーフガード等の関税引き上げ措置等が起きた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

有利子負債依存度について 

 当社は、設備投資及び運転資金を金融機関からの借入により調達しているため、総資産に占める有利子負債の比率

が高い水準にあります。したがって今後、有利子負債依存度が高い状態で金利が上昇した場合には、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。なお、最近の有利子負債等の推移は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額は消費税等を含んでおりません。 

２ 上記の有利子負債額には、リース債務を含んでおりません。  

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

 総資産（A）（千円）  4,502,952  4,204,255  3,975,565  3,786,415  3,767,267

 金融機関からの借入（B） 

 （千円） 
 1,825,933  1,674,831  1,523,971  1,230,774  1,426,970

 その他の有利子負債（C） 

 （注）（千円） 
 －  －  －  －  －

 （(B)＋(C)）／(A)（％）  40.5  39.8  38.3  32.5  37.9

 売上高（D）（千円）  8,031,091  7,374,829  7,229,684  7,109,114  6,943,307

 支払利息・社債利息（E） 

 （千円） 
 30,417  32,455  29,805  24,146  21,370

 (E)／(D)（％）  0.4  0.4  0.4  0.3  0.3

 新規店舗数（退店数）（店） 3(2) 1(2) 1(1) (－)－ (－)－

 期末店舗数（店）  68  67  67  67  67



事業体制について 

① 代表者への依存について 

 当社代表取締役社長であります野沢八千万は、当社の創業以来、経営方針の策定や戦略の決定、商品開発及び立地

開発等において重要な役割を果たしてまいりました。当社は、組織体系の確立や職務権限規程に基づく権限の委譲な

ど、社長に過度に依存しない体制への移行を進めてはおりますが、現社長の業務執行が困難となった場合には、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 人材の確保及び育成について 

 当社の基本方針であります「お客様第一主義」のサービスを実践していくために、当社は今後も人材の確保及び育

成が重要な経営課題となっております。そのため、出店状況に応じて、毎年新入社員並びに業界経験を問わず幅広く

中途社員の採用を行い、充実した研修制度のもとに人材の育成に力を注いでおります。しかしながら、当社の人材の

確保及び育成が計画どおりに進まない場合には、当社のサービスがお客様の支持を受けなくなり、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

③ 出店地域及び物流体制について 

 当社は栃木県・群馬県・茨城県・埼玉県・千葉県に店舗展開をしており、今後も当該地域及びその近隣県を中心に

ドミナントエリアの形成をしていく予定であります。また当社は指定の配送センターを通じて店舗に食材等を供給し

ていることから、当該地域におきまして地震、火災、水害等の大規模災害が発生した場合には、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。  

法的規制等について 

衛生管理について 

 食品の安全性については、依然として外食産業に対する消費者の目は大変厳しくなっております。当社といたしま

しては、消費者により安全な食品を提供するために、外部検査機関による定期的な各種の衛生検査を実施しておりま

す。また、当社にて独自に策定いたしました店舗衛生マニュアルに基づき内部指導を定期的に行っているほか、担当

者による農産物生産地・食品工場の現地確認を行う等、食品の安全性維持のための措置を講じております。 

 今後におきましても、より一層の衛生環境の改善に留意していく方針ではありますが、食中毒発生等の当社に起因

する衛生管理問題だけではなく、他の外食企業に起因する衛生管理問題による連鎖的風評等、社会全般的な各種衛生

上の問題に対する消費者不信の増大が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

固定資産の減損について 

 当社では、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、減損の基準に該当する物件は減損損失を計上していま

す。今後も店舗毎の収益性の低下等により新たに減損損失計上の要件に該当する物件が発生した場合には固定資産の

減損損失を計上する可能性があり、これにより当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



 当社は「私達は人類の幸福を向上させるために、思いやりの心を持つ優秀な人材を採用育成し、社員の幸せと、お客

様満足度日本一のレストランチェーンを築き、適正利潤を確保し、社会貢献致します。」という経営理念のもとに、ハ

ンバーグ・チキンをメニューの中心とした郊外型レストラン「フライングガーデン」の直営多店舗展開を事業の主たる

内容としております。当社の出店形態は、郊外型のロードサイド店を中心とし、出店地域は栃木県・群馬県・茨城県・

埼玉県・千葉県となっております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 
  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、ホスピタリティの心をもって、安全で美味しい料理を、緑豊かなくつろげる空間の中で、きめ細かい行き

届いたサービスとともにご提供することにより、来店されたお客様に必ず満足して頂くことを追求しております。そ

れらを実現することにより、お客様が幸福感に満たされ、よりゆとりのある社会形成に貢献できることを経営目標と

しております。そのためにもこれまでの常識にとらわれることなく、食の安心・安全の追求、美味しさの追求、きめ

細かいサービスの追求という課題に積極的に取り組んでまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は、「お客様満足度日本一への挑戦」というスローガンのもとに、さらに多くのお客様により高いサービス・

商品のご提供をするために、店舗におけるＣＱＳ（クリンリネス・クオリティ・サービス）の向上並びに新規出店に

取り組んでまいりたいと考えております。 

 またこれらを追求した結果といたしまして、売上高経常利益率、自己資本比率及び１株当たり純利益の改善を目標

としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 外食業界におきましては、消費者ニーズの多様化や外食機会の減少による顧客獲得競争の激化により企業間競争は

ますます厳しくなっております。その中で当社は、今後も継続的な成長を図り関東における100店舗体制構築のため

に「商品力」「サービス力」「店舗展開力」の強化を中長期的なテーマとして掲げております。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

以下の項目を重点課題と考えております。 

① 食材の安心・安全の追求 

② 工場稼動による品質の安定と向上  

③ 営業体制の強化 

④ 人材獲得及び教育研修の強化 

⑤ 労働環境の整備 

⑥ 内部統制の充実した組織の強化 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当する事項はありません。 

  

３．経営方針



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 561,621 548,704

売掛金 26,219 31,091

商品及び製品  2,086

原材料及び貯蔵品 28,282 30,615

前払費用 78,392 65,780

繰延税金資産 77,941 41,463

その他 15,891 15,963

流動資産合計 788,349 735,704

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,235,620 3,499,430

減価償却累計額 ※  △2,060,696 ※  △2,302,833

建物（純額） 1,174,924 1,196,596

構築物 797,831 828,070

減価償却累計額 ※  △587,369 ※  △627,092

構築物（純額） 210,462 200,978

機械及び装置 141,682 216,390

減価償却累計額 ※  △105,529 ※  △131,289

機械及び装置（純額） 36,152 85,100

車両運搬具 16,746 23,314

減価償却累計額 △2,633 △9,600

車両運搬具（純額） 14,112 13,714

工具、器具及び備品 333,103 334,424

減価償却累計額 ※  △318,132 ※  △323,401

工具、器具及び備品（純額） 14,970 11,023

土地 280,763 280,763

リース資産 46,756 50,158

減価償却累計額 ※  △33,589 ※  △39,427

リース資産（純額） 13,167 10,730

建設仮勘定 53,309 －

有形固定資産合計 1,797,863 1,798,907

無形固定資産   

借地権 161,809 156,760

ソフトウエア 5,467 8,798

ソフトウエア仮勘定 － 3,735

電話加入権 4,576 4,576

その他 14,155 12,271

無形固定資産合計 186,007 186,142

投資その他の資産   

差入保証金 536,754 502,376

長期前払費用 68,650 60,019

繰延税金資産 154,102 200,747

保険積立金 290,471 315,745

その他 6,470 6,470

貸倒引当金 △42,253 △38,845

投資その他の資産合計 1,014,194 1,046,512

固定資産合計 2,998,065 3,031,563

資産合計 3,786,415 3,767,267



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 208,792 209,110

短期借入金 140,000 290,000

1年内返済予定の長期借入金 270,396 307,296

リース債務 8,440 9,324

未払金 286,660 284,792

未払費用 57,264 61,135

未払法人税等 48,467 46,334

未払消費税等 36,232 3,973

ポイント引当金 8,260 10,270

賞与引当金 30,084 33,084

その他 46,440 30,429

流動負債合計 1,141,038 1,285,750

固定負債   

長期借入金 820,378 829,674

リース債務 11,220 5,067

退職給付引当金 99,915 100,889

役員退職慰労引当金 140,098 145,236

資産除去債務 106,878 117,575

受入保証金 51,819 43,744

長期リース資産減損勘定 1,463 781

長期前受収益 5,179 4,602

固定負債合計 1,236,954 1,247,571

負債合計 2,377,993 2,533,321

純資産の部   

株主資本   

資本金 579,900 579,900

資本剰余金   

資本準備金 496,182 496,182

資本剰余金合計 496,182 496,182

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 337,783 163,342

利益剰余金合計 337,783 163,342

自己株式 △5,443 △5,478

株主資本合計 1,408,422 1,233,946

純資産合計 1,408,422 1,233,946

負債純資産合計 3,786,415 3,767,267



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 7,109,114 6,943,307

売上原価   

原材料及び製品期首たな卸高 25,143 27,777

当期製品製造原価 － 134,901

原材料仕入高 2,234,369 2,104,996

合計 2,259,513 2,267,675

原材料及び製品期末たな卸高 27,777 26,547

売上原価合計 2,231,735 2,241,128

売上総利益 4,877,379 4,702,178

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 26,617 22,257

販売促進費 46,023 46,767

ポイント引当金繰入額 2,447 2,010

消耗品費 217,399 235,685

役員報酬 72,804 75,930

給料及び賞与 742,886 724,514

賞与引当金繰入額 30,084 32,506

雑給 1,485,730 1,500,776

役員退職慰労引当金繰入額 4,855 5,138

退職給付費用 14,451 8,742

法定福利費 144,814 146,807

福利厚生費 58,069 55,436

教育採用費 25,743 26,470

地代家賃 562,187 552,585

賃借料 86,785 50,038

修繕費 81,914 87,634

水道光熱費 473,148 526,683

支払手数料 56,646 57,053

減価償却費 203,465 191,232

その他 322,951 328,236

販売費及び一般管理費合計 4,659,026 4,676,507

営業利益 218,352 25,671

営業外収益   

受取利息 3,822 3,458

受取配当金 150 －

受取賃貸料 37,845 36,830

貸倒引当金戻入額 3,337 3,407

雑収入 5,127 7,726

営業外収益合計 50,282 51,423



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 24,146 21,370

賃貸収入原価 27,871 27,465

雑損失 7,252 6,335

営業外費用合計 59,269 55,171

経常利益 209,364 21,922

特別利益   

受取補償金 － 6,370

災害損失引当金戻入額 5,715 －

特別利益合計 5,715 6,370

特別損失   

減損損失 ※  6,589 ※  131,406

投資有価証券売却損 2,853 －

特別損失合計 9,443 131,406

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 205,637 △103,113

法人税、住民税及び事業税 36,811 38,120

法人税等調整額 97,042 △10,166

法人税等合計 133,854 27,953

当期純利益又は当期純損失（△） 71,783 △131,067



 製造原価明細書 

  

  （注）※１．平成24年９月より工場での生産を開始したため、当事業年度のみの記載となっております。 

   

※２．主な内訳は次のとおりであります。 

   

（原価計算の方法） 

  原価計算の方法は、総合原価計算による実際原価計算であります。 

  

    
当事業年度 

（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ  材料費    83,180  61.7

Ⅱ  労務費    12,836  9.5

Ⅲ  経費 ※２  38,883  28.8

当期総製造費用    134,901  100.0

当期製品製造原価    134,901   

項目 
当事業年度 

（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

減価償却費（千円）  17,096

消耗品費（千円）  9,708



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 579,900 579,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 579,900 579,900

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 496,182 496,182

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 496,182 496,182

資本剰余金合計   

当期首残高 496,182 496,182

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 496,182 496,182

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 309,376 337,783

当期変動額   

剰余金の配当 △43,375 △43,373

当期純利益又は当期純損失（△） 71,783 △131,067

当期変動額合計 28,407 △174,440

当期末残高 337,783 163,342

利益剰余金合計   

当期首残高 309,376 337,783

当期変動額   

剰余金の配当 △43,375 △43,373

当期純利益又は当期純損失（△） 71,783 △131,067

当期変動額合計 28,407 △174,440

当期末残高 337,783 163,342

自己株式   

当期首残高 △5,404 △5,443

当期変動額   

自己株式の取得 △38 △35

当期変動額合計 △38 △35

当期末残高 △5,443 △5,478



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 1,380,053 1,408,422

当期変動額   

剰余金の配当 △43,375 △43,373

当期純利益又は当期純損失（△） 71,783 △131,067

自己株式の取得 △38 △35

当期変動額合計 28,368 △174,475

当期末残高 1,408,422 1,233,946

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △1,736 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,736 －

当期変動額合計 1,736 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △1,736 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,736 －

当期変動額合計 1,736 －

当期末残高 － －

純資産合計   

当期首残高 1,378,316 1,408,422

当期変動額   

剰余金の配当 △43,375 △43,373

当期純利益又は当期純損失（△） 71,783 △131,067

自己株式の取得 △38 △35

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,736 －

当期変動額合計 30,105 △174,475

当期末残高 1,408,422 1,233,946



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 205,637 △103,113

減価償却費 208,324 212,748

減損損失 6,589 131,406

受取補償金 － △6,370

災害損失引当金の増減額（△は減少） △10,849 －

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,447 2,010

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,979 3,000

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,670 5,138

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,378 973

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,337 △3,407

受取利息及び受取配当金 △3,972 △3,458

支払利息 24,146 21,370

投資有価証券売却損益（△は益） 2,853 －

売上債権の増減額（△は増加） △4,784 △4,871

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,524 △4,418

前払費用の増減額（△は増加） 2,721 12,131

仕入債務の増減額（△は減少） 9,899 317

未払金の増減額（△は減少） 33,749 △5,444

未払費用の増減額（△は減少） 7,571 3,870

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,127 △32,259

その他 3,586 △15,208

小計 515,214 214,415

利息及び配当金の受取額 300 127

利息の支払額 △23,102 △20,244

補償金の受取額 － 6,370

法人税等の支払額 △37,607 △39,249

法人税等の還付額 69 40

営業活動によるキャッシュ・フロー 454,875 161,459

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △277,000 △277,000

定期預金の払戻による収入 277,001 277,000

有形固定資産の取得による支出 △71,709 △311,305

無形固定資産の取得による支出 △2,280 △9,008

差入保証金の差入による支出 － △1,511

差入保証金の回収による収入 38,835 38,014

投資有価証券の売却による収入 6,678 －

その他 △29,122 △34,403

投資活動によるキャッシュ・フロー △57,596 △318,213

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300,000 150,000

長期借入れによる収入 330,000 350,000

長期借入金の返済による支出 △323,197 △303,804

リース債務の返済による支出 △7,355 △8,791

自己株式の取得による支出 △38 △35

配当金の支払額 △42,116 △43,532

財務活動によるキャッシュ・フロー △342,708 143,836

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 54,570 △12,917

現金及び現金同等物の期首残高 200,051 254,621

現金及び現金同等物の期末残高 254,621 241,704



 該当事項はありません。 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって

おります。 

原材料及び貯蔵品 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産(リース資産を除く） 

建物（建物付属設備を除く） 

平成10年３月31日以前取得 定率法 

平成10年４月１日以降取得 定額法 

その他の有形固定資産   定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  
(2）無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

(3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(4）長期前払費用 

  定額法 

  なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務（従業員の自己都合による期末要支給額）に

基づき計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

(5）ポイント引当金 

 将来の金券使用による費用の発生に備えるため、過去の実績を基礎として、期末において将来使用される

と見込まれる額を計上しております。 

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

  

(5)財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）

建物 15～20年

構築物 10～20年



 （減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純損失への影響は軽微であります。 

  

 ※ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

  ※ 減損損失 

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 前事業年度 （自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本としたグルーピングを行っております。 

 店舗について営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額 千円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上記のとおりであります。 

 なお、当資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で割り引いて算定

しております。 

   
 当事業年度 （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本としたグルーピングを行っております。 

 店舗について営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額 千円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上記のとおりであります。 

 なお、当資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で割り引いて算定

しております。 

   

（会計方針の変更）

（貸借対照表関係）

（損益計算書関係）

場所 用途 種類 金額(千円) 

茨城県  ２店舗 店舗 

建物  

構築物 

工具、器具及び備品 

機械及び装置 

その他 

リース資産 

 

 

 

 

 

 

1,751

1,276

309

674

872

1,705

6,589

3.5

場所 用途 種類 金額(千円) 

群馬県  １店舗 

栃木県  １店舗 

茨城県  ２店舗 

埼玉県  １店舗 

千葉県  ３店舗 

店舗 

建物  

構築物 

工具、器具及び備品 

機械及び装置 

その他 

リース資産 

 

 

 

 

 

 

112,825

8,104

308

5,452

3,933

781

131,406

2.4



前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加84株は単元未満株式の買取による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式   1,449,168  －  －  1,449,168

合計  1,449,168  －  －  1,449,168

自己株式          

普通株式 （注）  3,304  84  －  3,388

合計  3,304  84  －  3,388

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  43,375  30.0 平成23年３月31日 平成23年６月24日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  43,373 利益剰余金  30.0 平成24年３月31日 平成24年６月27日



当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加60株は単元未満株式の買取による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    次のとおり決議を予定しております。 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式   1,449,168  －  －  1,449,168

合計  1,449,168  －  －  1,449,168

自己株式          

普通株式 （注）  3,388  60  －  3,448

合計  3,388  60  －  3,448

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  43,373  30.0 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  43,371 利益剰余金  30.0 平成25年３月31日 平成25年６月26日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

    
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

  現金及び預金勘定 千円 561,621 千円 548,704

  預入期間が３ケ月を超える定期預金  △307,000  △307,000

  現金及び現金同等物  254,621  241,704



前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）及び当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平

成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

   

（持分法損益等）

（税効果会計関係）

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

繰延税金資産  
賞与引当金 千円 11,359  千円 12,492
未払水道光熱費  18,493   20,209
未払事業税  2,974   2,675
退職給付引当金  35,350   35,694
役員退職慰労引当金  49,556   51,384
貸倒引当金  17,344   14,668
ポイント引当金  3,118   3,877
有形固定資産  154,462   186,182
資産除去債務  42,217   43,499
繰越欠損金  45,149   47,617
その他  8,837   4,425

繰延税金資産小計  388,874   422,728
  評価性引当額  △136,419   △158,914
繰延税金資産計  252,455   263,814
繰延税金負債      

資産除去債務  14,913   16,206
差入保証金  5,498   5,397

繰延税金負債計  20,411   21,603
繰延税金資産の純額  232,043   242,210

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.44   当事業年度について
は、税引前当期純損失
を計上しているため、
記載を省略しておりま
す。  

（調整）    
住民税均等割  19.74  
交際費等永久に損金に算入されない項目  0.29  
評価性引当額の増減  △2.15  
未払法人税等の取崩額  △1.81  
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  9.49  
その他  △0.90  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  65.09  



前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）及び当事業年度（自 平成24年４月１日 至

平成25年３月31日） 

当社はファミリーレストラン事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

  

該当事項はありません。 

 金融商品、有価証券、退職給付、資産除去債務、リース会計に関する注記事項につきましては、決算短信における開

示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

 また、デリバティブ取引、関連当事者情報、ストック・オプション等、企業結合等、賃貸等不動産につきましては、

該当事項はありません。  

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

  
  
  

前事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額   円 銭 974 16   円 銭 853 52

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△） 

円 銭 49 65 円 銭 △90 66

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式がないため記載しており

ません。 

１株あたり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式がないため記

載しておりません。 

  
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（千円） 
 71,783  △131,067

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）（千円） 
 71,783  △131,067

普通株式の期中平均株式数（株）  1,445,825  1,445,769

（重要な後発事象）

（注記の省略）



（1）生産実績 

当社は平成24年９月より栃木工場で爆弾ハンバーグの生産を開始いたしました。 

生産実績を品目別に示すと、以下の通りであります。 

（注）１ 上記は、栃木工場における生産実績であります。 

２ 金額は製造原価によって表示しております。 

３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

（2）食材等仕入の実績 

食材等仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１ 金額は仕入価額によって表示しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

   

（3）収容能力及び収容実績 

（注） 客席数は、各店舗座席数に営業日数を乗じて日割計算をしております。 

  

５．生産及び販売の状況

品 目 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

金額  構成比 

  千円 ％ 

ハンバーグ  134,901  100.0

計  134,901  100.0

品 目 

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

金額  構成比 金額  構成比 

  千円 ％ 千円 ％ 

肉       類  1,006,358  45.0  914,999  41.7

米   穀   類  198,395  8.9  238,050  10.9

ド リ ン ク 類  230,245  10.3  232,520  10.6

青   果   類  132,664  5.9  149,630  6.8

そ   の   他  666,705  29.9  657,056  30.0

計  2,234,369  100.0  2,192,257  100.0

地 域 

前事業年度 
（自 平成23年４月１日  
 至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日  
 至 平成25年３月31日） 

客席数 構成比 来店客数 構成比 客席数 構成比 来店客数 構成比 

  席 ％ 千人 ％ 席 ％ 千人 ％

栃 木 県  1,381  24.2 1,731 25.2 1,381  24.2  1,699 25.1

群 馬 県  944  16.5 1,256 18.3 944  16.5  1,256 18.6

埼 玉 県  1,618  28.4 2,022 29.5 1,618  28.4  2,012 29.8

茨 城 県  1,252  21.9 1,268 18.5 1,252  21.9  1,238 18.3

千 葉 県  511  9.0 583 8.5 511  9.0  558 8.2

合 計  5,706  100.0 6,863 100.0 5,706  100.0  6,766 100.0



（4）地域別販売実績 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(1）役員の異動 

開示すべき事項が定まった時点で開示いたします。 

  

(2）その他 

該当事項はありません。 

  

地    域 

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

販売高  構成比 販売高  構成比 

  千円 ％ 千円 ％ 

栃   木   県  1,824,077  25.7  1,766,833  25.4

群   馬   県  1,267,416  17.8  1,261,264  18.2

埼   玉   県  2,027,038  28.5  1,998,812  28.8

茨   城   県  1,401,072  19.7  1,353,857  19.5

千   葉   県  589,509  8.3  562,539  8.1

合    計  7,109,114  100.0  6,943,307  100.0

６．その他
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